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1本 論文の主旨と構成
1.本論文の主 旨
提出論文 「暖簾会計の研究一概念 と制度一」(以下、本論文 という。)は、暖簾会計をめぐ
る制度上の諸課題に対 して、暖簾がシナジーであるとい う一貫 した観点から分析 した研究で
ある。
会計学における暖簾の研究は、古くか ら存在するが、研究の対象には、企業結合会計とい
う狭い範囲の問題にとどまらず、Fの 広範な経済活動および経済事象のなかから何 を財務
諸表において認識すべ きであるかという会計学の基本問題 も含まれる。
企業結合会計の領域においては、暖簾の本質に関する分析的な研究が必要であり、 さらに
少数株主持分に帰属す る暖簾、段階取得時における暖簾、負の暖簾などの制度土の末解決な
問題 も研究の対象となる。実際に認識 されている暖簾には分離可能性のある経営上の重要な
資産である無形財等が含 まれているという状況があり、 さらに、近年の企業買収活動のYu発
化に伴い、企業の資産全休に占める暖簾の割合が大 きくなっているとい う事情 もあり、暖簾
会計が研究対象として注 目されるよ うになっている。
また、暖簾は、企業結合会計の領域にとどまらず、会計学の基本問題の つ となっている.
対価の支払いのない内生暖簾を認識 しないというのが会計学における伝統的な慣行 とされて
きたが、その慣行には財務諸表において認識の対象とされるべき事象が、主として過去の事
実に限定 されてきたことを表 してい る。 さらに、暖簾の償却の是非に関する問題は、企業 会
計における損益計算の意義を問い颪す重要な研究課題である。
本論文は、このような暖簾会計の問題を非常に広範 な視点か ら論 じている。その研究は、
概念的研究と制度的研究の2部 構成となっている。
第1部 の概念的研究においては、暖簾がシナジーであるというシナジー的暖簾観 を導出 し
ている。膨大な内外の文献を渉猟す ることによって、大きくは、無形財的暖簾観、超過利潤
的暖簾観、残余的暖簾観 と発展する暖簾概念の歴 史的な発展の経緯 を丹念に記述するととも
に、現代的なシナジー的暖簾観へつながっていく状況 を示 している。本論文では、現代の暖
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簾概念がシナジー的暖簾観 を中心に位置づけることが可能である点 を指摘 し、従来の3つ の
暖簾観から整合的に解釈 しうることを示そうとしている。
第2部 においては、暖簾会計をめぐる制度的な諸課題に対する解答 を得る目的で、シナジ
ー的暖簾観の観点から一貫 した分析が加 えられている。第2部 においてとりあげた問題は、
買入暖簾、全部暖簾、段階取得時の暖簾、内生暖簾、負の暖簾、 また暖簾の償却 ・非償却、
減損の問題まで、極めて具体的かつ網羅的である。本論文は、以rの 検討によって、暖簾会
計の全貌を体系的に明 らかに しようとしている。
2,本論文の構成
本論文の構成は、以下の とお りである。
序 章 研究の目的と方法
第1部 暖簾の概念的研究
第2章 暖簾の概念的研究序説
第1節 第1部 における問題意識 と目的
第2節 先行研究における3つ の暖簾観
第3節 第1部 における研究の枠組み
第3章 先行研究における3つ の暖簾観
第1節 はじめに
第2節 古典的文献において整理 されている暖簾概念
第3節 古典的文献において解釈 された3つ の暖簾観
第4節 おわりに
第4章19世 紀後期における無形財的暖簾観の誕生
第1節 はじめに
第2節 会計上の暖簾概念誕生の背景
第3節 無形財的暖簾観の誕生
第4節 超過利潤を用いた暖簾の評価手法(直 接法)
第5節 おわりに一19世紀後期における暖簾概念の特徴
第5章20世 紀前半における超過利潤的暖簾観の誕生 と普及
第1節 はじめに
第2節 無形財的暖簾観の発展一多様な利害関係者に焦点をあてた暖簾概念の台頭
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第3節 超過利潤的暖簾観の誕生 と普及
第4節 残余的暖簾観の発展
第5節 おわりに一zo世紀前半における暖簾概念の特徴
第6章20世 紀後半における残余的暖簾観の台頭
第1節 はじめに
第2節 無形財的暖簾観の変容
第3節 超過利潤的暖簾観の確立
第4節 残余的暖簾観の台頭
第5節Canning(1929)の残余的暖簾観の発展 とシナジー的暖簾観の誕生
第6節 おわりに一20世紀後半における暖簾概念の特徴
第7章21世 紀におけるシナジー的暖簾観の台頭
第1節 はじめに
第2節 企業結合時に発生する暖簾の分解一21世紀に向けた萌芽的研究
第3節21世 紀におけるFASBおよびIASBの暖簾概念
第4節 おわ りに一21世紀 における暖簾概念の特徴
第8章 暖簾概念の現代的考察
第1節 はじめに
第2節 シナジー的暖簾観 と無形財的暖簾観
第3節 シナジー的暖簾観 と超過利潤的暖簾観
第4節 シナジー的暖簾観 と残余的暖簾観
第5節 おわりに一現代における暖簾概念
第9章 暖簾概念の歴史的変遷 と現代的考察一小括
些
第2部 暖簾の制度的研究
第10章 暖簾の制度的研究序説
第1節 第2部 の目的と考察の視点
第2節 第2部 における問題意識一暖簾会計 にみられる取得原価主義会計の実質的変
容
第11竜 暖簾の資産性 とその特徴
第1節 はじめに
第2節 暖簾の資産性
第3節 暖簾の特徴
第4節 おわりに
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第12章 買入暖簾の認識
第1節 はじめに
第2節 買入暖簾 に関する代替的会計処理
第3節 買入暖簾(シ ナジー)の認識に係る会計処理
第4節 おわりに
第13章 買入暖簾以外の暖簾の認識
第1節 は じめに
第2節 全部暖簾の認識
第3節 段階取得 による暖簾の認識
第4節 内生暖簾の認gtlX
第5節 おわ りに
第14章 負の暖簾の認識をめぐる諸問題
第1節 は じめに
第2節 企業結合時に発生す る貸方差額の会計処理とその類型一 日本および諸外国に
おける現行諸基準および公開草案の比較整理
第3節 負の暖簾 として認識する方法の論拠および利得として認識す る方法の論拠
第4節 貸方差額の発生原因 と会計処理
第5節 貸方差額発生時に生 じる正の暖簾の会計処理
第6節 おわりに
第7節 補足一貸方差額の会計処理の具体的例示
第15章 暖簾の償却 と非償却
第1節 はじめに
第2節 現行諸基準における買入暖簾の償却 と非償却
第3節 買人暖簾の償却 と非償却の理論
第4節 暖簾の会計処理
第5節 おわ りに
第16章 暖簾の減損処理をめぐる諸問題
第1節 はじめに
第2節 現行諸基準における暖簾の減損処理方法
第3節 現行諸基準における暖簾の減損処理方法一設例
第4節 暖簾の減損処理方法に関する検討
第5節 暖簾の減損に係る会計処理
第6節 おわりに
第7節 補足一米国基準における暖簾の減損処理方法の歴史的変遷
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第8節 補足一国際基準における暖簾の減損処理方法の歴.史的変遷
第1.7章暖簾会計の全体像二小括
終.章 結びにかえて
皿 本論文の概要
1.本論文の目的および接近方法
本論文の目的は、暖簾会計について、制度的な視点から今後の方向性を展望することに置
かれている、すでに買入暖簾についてはその認識を肯定することに異論はないが、その他の、
少数株主持分相当分の暖簾 をも含んだ全部暖簾の認識、段階取得時における再評価差額分の
暖簾の認識、および負の暖簾の認識などについては、各国の会計基準における合意が得られ
ておらず、本論文では、このような暖簾の認識に関する応用的な問題がとりあげられている。
また、暖簾会計における当初認識後の問題として、最近では、買入暖簾の償却と非償却の問題、
減損処理の問題が頻繁にとりあげ.られている。
本論文では、このような暖簾の基準設定上の制度的課題 を解決するために、まず、暖簾の
経済的実態 を明 らかにすることから研究が出発 している。第1部 では、暖簾の会計処理 を検
討する際に理論的に一貫した検討を行 うことがで きるように～暖簾概念をめぐる議論の変遷
を歴史的に渉猟 してその特徴を整理 ・分析することにより暖簾概念をめぐる議論の混乱を解
消 し、そのうえで、暖簾概念の現代的考察を行い、暖簾の経済的実態 を明らかにしている。
そのような検討結果に基づいて、第2部 においては、暖簾をめぐる制度的な課題を研究対象
として、理論的な考察が加え.られている。
2.暖簾の概念的研究
本論文では、伝統的な3つ の暖簾観 を提示 し、.従来の文献 にみられる諸見解を整理 してい
る。
第1の 無形財的暖簾観は、なんらかの具体的な無形の項 目に焦点をあてて暖簾をみる見解
とされる。過去から現在に至るまでに暖簾 との関係で議論 されてきた無形財のなかには、..現
代の視点からみると無形資産 として認識 され るもの.、無形資産ではあるけれども認識は さ
れていないもの、 さらに、無形資産 としては認め られていないもの も含まれると指摘 され
ている。
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第2の 超過利潤的暖簾観は、暖簾 を除いた総投資にもとつ く正常収益を考慮に入れた価値
に対する将来の予想収益の超過部分、つまり超過利潤に焦点をあてて暖簾をみる見解 とされ
る。この考え方を評価の側面か らみ ると、直接法による暖簾の評価手法がその考 え方に合致
し、時の経過とともに直接法による暖簾の評価手法の基礎にある考 え方が1つ の概念と して
確立 していったものと指摘 されている。
第3の 残余的暖簾観は、r全 体の価値から個別の資産および負債の合計額を控除 した残
余として暖簾をみる見解とされ る。.;.と.の考 え方を評価の側面か らみると、間接法による暖簾
の評価手法がその考え方に合致するとされ.ている。
本論文では、時代区分を第1期 か ら第4期 に4区分 し、.以上の.3つの暖簾観の歴史的変遷
を詳細に検討 しつつ、提出者の主張するシナジー的暖簾観の誕生へと結びつけている.第1
期(19世紀後期)は 、無形財的暖簾観が誕生 した時期であり、特に消費者に関係する無形財
に焦点があてられたものであったため、消費者暖簾 とよばれていたとされ る。第2期(2⑪世
紀前半)は 、超過利潤的暖簾観が誕生 レ、普及 していった時期であり、暖簾の直接法による
評価手法が確立 したとされる。第3.期(20世紀後半)に おいては、残余的暖簾観が台頭して
きたとされる。会計基準設定主体か ら公表 される会計基準等において、暖簾は識別可能資産
に割 り当てることができない価値の残余として定義 されてきた。 さらに、残余的暖簾観が暖
簾 をシナジーとみるシナジー的暖簾観へ と発展する..一・方、暖簾をいくつかの構成要素として
分解する考え方も現れるようになったと指摘されている。
第4期(21世紀)に おいては、シナジー的暖簾観が台頭してきたとされる。これは、残余
的暖簾観が継承 ・発展 されたものとと.らえられている。 この考え方では、暖簾を 「雑物入れ」
として消極的にみるのではな.くむ しろ、積極的に独立 した価値のあるもの としてみており、
その点 において、従来の考え方との違いがみ られ、1つの独立 した暖簾観 として考えること
がで きると指摘 され.ている。一方で、従来の3つ の暖簾観は、現代においては、中心的な暖
簾観ではなくなっているが、3つの暖簾観は、現代においてまったく消 え去ったわけではなく、
シナジー的暖簾観から新たな解釈が可能であるとされる。
すなわち、本論文の定義によれば、暖簾 とは、シナジーであり、当該シナジーは、.識別可
能な有形財および無形財 ならびに識別不能な無形財の相互有機的な結びつ きにより生 じるも
のであるとされ る6シナジーと区別される無形財は、 シナジーを生み出す源泉と位置づけら
れる。超過利潤的暖簾観の観点か らは、 シナジーを有する結果 として超過利潤が生 じるが、
この超過利潤はシナジ「を認識 しない場合に将来の損益計算において認識 され.るものとして
位置づけられている。...また、このシナジーは、.個々.に識別 して評価す ることはできないため、
その評価自体は残余により行われ.、.企業結合によらない場合、企業全体の使用価値か ら純資
産公正価値 を控除 した残余 として把握され、一方、企業結合による場合、新たなシナジーが
生じるため、取得企業にとっての被取得企業全体の使用価値から(被取得企業の)純 資産公
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正価値 を控除 した残余として把握されると捉 えられている。
さらに、本論文では、実際に暖簾に含まれるG額 には、本論文の定義によるシナジーに加
えて、識別不能な無形財、さらには識別可能であるが認識 されない無形財の価値 も含まれて
いることを明 らかにしている。
3.暖簾の制度的研 究 ??
??
本論文の第2部 では、第1部 において論 じた暖簾概念に もとづ き、暖簾会計をめぐる制度
的な課題について検討が加 えられて.いる。
まず、暖簾の制度的研究を行 うにあたっての考察の視点が示 されている,す なわち、会計
全体の枠組み として、(測定対価主義、原価配分原理(費 用配分の原則)お よび原価 一実現
主義 とい う3つの構造的な特徴を有する)伝統的な取得原価主義会計の枠組みを基本 としつ
つも、その取得原価主義会計の限界を補 うためにFASBおよびIASBにみ られ る公正価値会
計に近い考え方を導入するという会計の枠組みが提示 されている。このように取得原価主義
会計を維持 したうえで公正価値会計に近い考え方 を導.入することにより、一定 レベルの信頼
姓 と目的適合性の両方を兼ね備えた会計情報を提供す ることが可能となり、ひいては会計
情報の利用者の意思決定のために有用な会計情報 を提供す ることが可能 となると主張 して
いる。
このような枠組みを前提 として、本論文では、暖簾の資産性について肖定的な見解が示 さ
れている。上述のよ うに、本論文では、暖簾 をシナジーとみる.見解に立脚 しているが、シナ
ジ.一が資産の定義を満たすことが明らかにされている。さらに、暖簾が通常の無形資産 と1司
様の性格 を脊 しているかどうかについて も検討が加えられており、シナジーとしての暖簾は、
形態別に分類できるすべての有形資産や無形資産が相互に結びついて生 じる相互作用その も
のであり、個々の資産を区々に認識 して計...ヒしようとす る伝統的な貸借対照表を作成する立
場か らすると、無形資産にも有形資産にもあてはまらない分類不能な資産であることが指摘
されている6
制度的課題の各論としては、第1に 、買入暖簾の会計処理について検討が加えられている。
この検討に際しては、企業結合時に支払われ.る対価には、被取得企業の純資産の公正価値 と
これを超過する支配プレミアムとに分けることができるとし、対価の全体はジ ョイントコス
トとしての性格 を有するという分析 を加えている。純資産の公正価値から識別可能純資産の
公正価値 を控除 した額が買入暖簾である一方、支配プレミアムに相当する部分は 「営業権」
という猛称で認識 されるべ きものであるとして、両者 を分解することを提案している。
第2に 、全部暖簾の会計処理が検討されている。現行諸基準のもとで、親会社帰属の支配
プレミアムおよび親会社持分の客観暖簾が買入暖簾 として認識 される一方、少数株主持分 に
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相当する暖簾が認識 されていない。本論文では、支配プレミアムは.上記の買入暖簾の会計処
理で検討 したの と同様、営業権として認識し、親会社持分の客観暖簾および少数株主持分の
客観暖簾は暖簾 として認識するこ.とができるのではないかと主張 している。ただ し、少数株
主持分に帰属する暖簾 もシナジーとしての性格 を有する一方で、.実際に対価の.支払いが行わ
れていないので、 この部分については少数株主暖簾 として通常の買入暖簾 とは区別 されるべ
きであることを主張 している。
第3に 、段階取得の場合 に生 じる暖簾の会計処理について検討が加えられている。段階取
得の場合に生 じる暖簾は、従来は、支配を獲得することとなった企業結合時において、各取
引日における被取得企業の識別可能純資産(持 分)の 公正価値 とそれに対する支払対価 との
差額の合計として測定、認識 されてきた。本論文では、段階取得の場合に生 じる暖簾について、
有価証券の当初の保有 目的に応 じて、その会計処理を決定する方法が考察 されている。つ ま
り、当初の保有目的が売買 目的であった場合、その有価証券 はいつでも売却可能なものであ
るため、再評価による対価の増分(客 観暖簾の範囲内)も 暖簾として認識 し、その差額を利
得 とすることが可能であるとしている。一方、当初の保有 目的がもともと支配獲得 目的であ
った場合、当該有価証券は基本的には公正価値で評価 し、その取得原価 と公正価値の差額は
その他包括利益に.含まれているか、または純資産直入処理が行われているため、.再評価によ
る対価の増分(客 観暖簾の範囲内〉 を暖簾として認識 し、.その差額をその他包括利益 または
純資産直入項uの 有価証券評価差額 とすることがで きるのではないかと指摘 している。
第4の 暖簾の認識の聞題 として、内生暖簾の会計処理に検討が加えられている。内生暖簾
に関連 レて、以.下の3つ の論点が検討 されている。第.1の論点 は、.内生暖簾の測定であり、
その測定数値に信頼性を付与することが難 しいことが指摘 されている。第2の 論点は、会計
の役割であり、内生暖簾の情報を提供す ることが(使 用価値としての).企業価値全体の情報
を提供するということに繋がり、それは(少 なくとも現代における)会計の役割ではないと
されている。.第3の論点は、利益計算であり、 これについては、内生暖簾の認識に伴 う貸方
項 目をその他包括利益にするなど、伝統的な純利益計算の体系を崩 さない会計処理 も可能で
あり、 このような会計処理を行 うことにより、損益計算書だけではなく貸借対照表にも意義
を持たせるということに繋がると指摘 されている。 さらに、この問題 に関連 して、理論r_の
暖簾ではなく分類不能資産および未認識資産 としての暖簾 を想定 した場合、一見すると内生
暖簾のようにみえるものには、支払いが行われた識別不能無形財および識別可能無形財が含
まれると指摘 されている。まず、内生暖簾にみえる(買入).識別不能無形財については、例
え.ば、支.出額を分類不能資産 として認識 してお く方法がありうること、さらに、内生暖簾に
みえる(買入)識 別.可能無形財については、識別不能無形財から識別可能無形財になってい
くケースが想定 されるため、識別可能となった時点で、上記の分類不能資産から個別の識別
可能無形財に振 り替える方法がありうることなど、解決のためのアイディアが示されている。
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第5に 、負の暖簾(貸 方差額)の 会計処理について検討が加 えられている。本論文では、
取得企業による取得の対価が被取得企業の識別可能な純資産の公正価値を..ド回った場合に生
じる貸方差額(い わゆる負の暖簾)の 発生原因を分析 し、その発生原因別の会計処理につい
て検討が加えられている。貸方差額の発生原因としては、①資産および負債などの測定誤差.
または誤謬、②企業結合後に行われることが予想 される組織変更や再構築から生 じる将来の
費用や損失、③情報の非対称性や強制的な売買から生 じるバーゲンパーチェス、および④マ
イナスのシナジーがあげられている。まず、①資産 および負債などの測定誤差 または誤謬に
ついては、その誤差または誤謬の うち個別の資産や負債 との対応が認め られる場合には、そ
の修正を行 う方法が適当であるとされている。②企業結合後に行われることが予想される組
織変更や再構築から生 じる将来の費用や損失は、 これらが識別できるのであれば、それを負
の暖簾とは別に会計処理する方法(例 えば、その他包括利益の項 目として認識する方法)が
適当であるとされている。 さらに、③情報の非対称性や強制的な売買から生 じるバーゲンパ
ーチェスについては、バーゲンパーチェス利得(そ の他包括利益)と して認識する方法が適
当であり、最後に、④マイナスのシナジーについては、プラスのシナジーたる正の暖簾の反
対の、マイナスのシナジーたる負の暖簾 として認識する方法が適当であるとされている。
さらに、第6に 、貸方差額発生時に生 じる正の暖簾の会計処理について検討が加えられて
い る。本論文では、貸方華額が生じる企業結合がバーゲンパ ーチェス取弓.1でなかったならば
生 じたであろう(正の)暖 簾については、無償取得暖簾 として認識することが適当ではない
か と指摘 されている。当該暖簾は、買入暖簾 と同様、プラスのシナジーとしての性格 を有す
るものであり、また、企業結合により:企業が支配を獲得す ることとなったものであるからで
ある。ただ し、当該暖簾は、それに対する支払がまったく行われずに取得されたものである
ため、 このような暖簾は買入暖簾 とは分けて無償取得暖廉 としz認識すべきではないかと提
案 されている。なお、 このような無償取得暖簾 を認識す る場合 に生 じる貸方項 目は、先述 し
たバーゲンパ ーチェス利得(そ の他包括利益〉 と合わせで認識すべ きであるとされている。
第2部 では第7に 、暖簾の当初認識後の論点 として、暖 簾の償却 と非償却について検討が
加 えられている。結論的には斗暖簾については償却 を行 うべ きであると述べ られている。理
論上の暖簾であるシナジーの源泉としての識別可能な有形資産 と無形資産、および識別不能
な無形資産、ならびに企業結合によって実際に貸借対照表に計上 されている暖簾である分類
不能資産 に含まれる識別.不能な無形資産 は、時の経過にともない減価 してい くものである。
そのため、シナジーたる理論上の暖簾 も償却を行 うことが適当であるとされている。買.人暖
簾は内生暖簾 と置 き換わることにより維持されていくものであるので、.一種の取替資産のよ
うなもの とも考 えることができるが、シナジーに対する直接的な支畠は行われないため、取
替法のような会計処理(非 償却)を 行 うことはできない。そのため、f賞却 を行 うことが適当
であると結論づけられている。
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償却期間については、 シナジーの源泉に着目して被取得企業の識別可能諸資産の平均耐用
年数で償却するのが適当であるとされている。シナジーの源泉 としては、被取得企業の識別
可能諸資産に加えて識別不能無形資産 も想定される。そのため、企業結合時に、それ らの識
別不能無形資産の耐用年数が判明 している場合には、暖簾の償却期間については、被取得企
業の識別可能諸資産に加えてそれらの識別不能無形資産をも含めた平均耐用年数をその償却
期間とする方法も考えられる。
営業権 については、暖簾と同様に、被取得企業の識別.可能諸資産の平均耐用年数で償却す
るのが適当であるとされている。営業権は、主観暖簾の範囲内で支払いが行われた結果 とし
て生 じるものであるため、営業権の裏側にはシナジーが存在 している。そのため、そのシナ
ジーの源泉に着目して被取得企業の識別可能諸資産の平均耐用年数で償却するのが適当であ
ることが指摘 されている。また、営業権は、取得企業が被取得企業 を支配する権利であるが、
企業結合後には、取得企業 と被取得企業が渾然一体となるため、その支配が及ぶ期間 を確認
することは困難である。そのため、現実的には、.営業権の償却期間については、人為的に期
間を定めざるをえず、その場合、被取得企業全体に対 して支払いを行ったと考えて、被取得
企業の識別可能諸資産の平均耐用年数で償却するという方法が適当であるとされている.
第2部 では最後に、暖簾の当初認識後の論点 として、暖簾の減損処理をめぐる諸論点が検
討 されている。暖簾の減損テス トの単位については、英u基 準のように、暖簾単独での減損
テス トと暖簾を含む一定の単位での減損テス トの両方 を認め、実行.可能性に応 じて選択でき
るようにするのが望ましいとされている。暖簾の減損の認識については、暖簾の減損をタイ
ムリーに把握 し、その実態を的確に把握すべ きであると考えられるため、認識の トリガーが
最 も早い公正価値 を用いるべ きであるとされている。 また、暖簾の減損損失の測定について
も、企業結合時における暖簾の測定 との整合性を保つために、公正価値を用いるべ きである
とされている。これに対 して、営業権の減損については、営業権が、企業結合時において被
取得企業の公正価値 と使用価値の範囲内で支払いが行われた結果 として生じるものであるこ
とか ら、その減損の認識、減損損失の測定 ともに使用価1iが用い られるべきであると述べ ら
れている。具体的には、...一・定の単位の使屠価値か らその単位の公正価値 を控除し、その差額
と営業権の簿価 とを比較 し、その差額が営業権の簿価 を下回っていた場合(当 該単位の使用
価値一当該単位の公正価値く営業権の簿価)に.、営業権の減損が認識 される。同時に、営業
権の減損損失は、当該単位の使用価値から当該単位の公正価値 を控除 した差額が営業権の簿
価を下回っていた額 として測定 される(営業権の簿価一(当 該単位の使用価値一当該単位の
公正価値〉)。
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4.展 望
以上のような検討 を踏 まえて、本論文では最後に、今後の展望 として、暖簾会計をめぐる
2つの課題 が提示 されている。
暖簾会計をめぐる第1の 課題 は、会計全体の枠組みに関わる問題である。本論文では、会
計の枠組みとして、伝統的に採用 されて きた取得原価主義会計のみを採 用するのではな く、
また、最近のFASBおよびIASBIにおいi提 案 さ.れでいるような公正価値会計に近い考え方
を採用するので もなく、その両方の考え方を組み合わせた会計の枠組みが提示 されている。
その枠組みは、取得原価主義会計 と公正価値会計はともに、特徴 と限界または問題点をあわ
せ持つものであるという現状の認識にもとついている。
例 えば、本論文では、 さまざまな種類の暖簾(買 入暖簾、少数株主暖簾、段階取得時に再
評価 された部分の暖簾、および無償取得暖簾)に ついて、特に企業全体の公正価値にもとづ
き測定される残余に相当する暖簾 に れは、市場評価がある客観暖簾である)を認識すると
いう会計処理が提示 されている。 これは、特に公正価値会計に近い考え方を取 り入れた会計
処理であり、このような.会計処理 を行 うことで、現行諸基準のもとでは、対価の支払いにも
とついて認識 される暖簾について、シナジーとい.う暖簾の経済的実態を的確に表現すること
ができないとい う、伝統的な取得原価主義会計の限.界を克服することができると述べられて
いる.一方で、支払対価がないにもかかわらず認nabされた暖簾の貸方項 目やバーゲンパーチ
ェス利得 は、その他包括利益 とすることにより、伝続的な取得原価主義会計にもとつく原価一
実現主義の枠組みを堅持することができるとも指摘 されている。ただ し、.本論文で提示され
ている会計の枠組みは、市場評価がある企業全体の公正価纏が信頼性 をもって測定可能であ
るという前提の もとで成立するものであるとい う限界も指摘 されている。本論文によれば乱
.企業全体の公正価値の測定可能性などの環境条件が変化 していったときに、会計の枠組みも
問い直 され、.会計...ヒ認識される暖簾の範囲等についても常に再検討が求められることが課題
として指摘 されている。
暖簾会計をめぐる第2の 課題は、無形財の一flvu%u.o問題である。本論文では、理論上の暖簾は
シナジーであるが、実際の暖簾には、識別不能無形財や識別可能無形財が含まれる.というこ
とが示 されている。 このような無形財がどこまで認識 されるかによって、暖簾にみえるもの
の本質が変わって くると述べ られている。識別不能無形財は、企業内部で創出された場合の
みならず企業結合などにより取得 された場合であって も認識 され ることはないが、時代の変
化とともに、従来は識別不能無形財 と.されていたものが、識別可能無形財とされるようにな
るかもしれない。これ らの認nO.問題については、現在、 さまざまな測定手法が開発されてい
るため、いずれ、その測定に信頼性が付与され、認識 されるようになるかもしれない。今後、
以上のような無形財の認識問題 によって、暖簾にみ えるものの本質が(よ りシナジーに純化
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されるという意昧において)変 わって くることとなり、それにより、暖簾の会計処埋 も変化
していくことになるか もしれないと述べ られている。
本論文は、今後 も、新 しい環境.ドでの会計の枠組みを考 え、暖簾の経済的実態 を表すこと
が課題 となってい くと結ばれている。
皿 審査結果の要旨
本論文の審査結果は、人要以下の とおりである。
1.本論文の長所
(1)本論文では、暖簾をめ ぐる制度的な課題を網羅的にとりあげ、暖簾がシナジーである
という観点から暖簾を4つ の残余 として図表化 し、.それを一貫 して第2部 の制度的研
究において活用 している点に特徴が認め られる。 これによって、シナジー的暖簾観の
応用力が確認 され、体系的 ・整合的な暖簾会計論が構築 されている。そのような意味
で暖簾の.会計に関する総合 的 ・総括的研究は成功 したと思われる。 とくに、暖簾 をシ
ナジーとして捉えることにより、暖簾の会計処理 を、その源泉を構成する資産の会計
処理に遡って検討できるよ うにしている。暖簾の認u後 の会計処理については、従来、
会計処理のあり方を考える手がか りに乏 しい面があったが、本研究は、暖簾の会計処
理に対する新たなアブaチ を提示 している。
(2)第1部の概念的研究においては、膨大な内外の文献 を渉猟 し、無形財的暖簾観、超過
利潤的暖簾観、残余的暖簾観へ と発展する暖簾概念の歴史的な発展の経緯が丹念に記
述 されている。シナジー的暖簾観 を導出する過程が綿密であり、さらに、現代の暖簾
概念がシナジー的暖簾観 を中心に位置づけられ、従来の3つ の暖簾観からの解釈を試
みている点にも特徴が認め られる.
(3>本論文から得 られた具体的な知見 としては、次のよ うなものがある。すなわち、①現
実に認識されている暖簾には、純粋なシナジーのほか、識別不能無形財および:未認識
資産が含まれていることが明 らかにされ、 これによ り、一見すると内生暖簾にみえる
ような項 目も、EJ不 能無形財 または未認識資産 として整理 され ること、②企業結合
の対価は被取得企業の純資産の公正価値と営業権(支 配プレミアム〉の ジョイン トコ
ス トであること、③負の暖簾の計..t.に当たっても、シナジーとしての暖簾 を認識する
余地があることなどである.
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2.本論文 の短所
(1)暖簾観 に関する歴史的変遷の分析において、重複的な記述が散.見される。.一...・方で、無
形財的暖簾観および超過利潤的暖簾観 につ.いては、経済環境 ・会計環境に関す る記述
があるが、残余的暖簾観については経済環境の分析が欠落す るなどのバ ランスを欠 く
面がある。また、 シナジー的暖簾観 と超過利澗的暖簾観の関係については、整合的な
.解釈を
しようと試みているものの、必ず しもそれが成功 してい るとは思われない面 も
ある。
(2)個別問題に対する提出者の主張の うち、論拠 に説得力が乏 しい との印象を受けた箇所
が散見 される。例 えば、シナジーは有形 ・無形の財 との結びつきなので無形資産でも
有形資産でもないとする結論、営業権を分離 して当該部分を支配の存続を理由に償却 ・
非償却の選択を決定する議論、暖簾の償却期間として超過利潤の存続期間よりもシナ
ジーの源泉の平均耐用年数 を優先 して用いるという結論、 さらに、暖簾(シ ナジー)
の観点から超過利潤 との関係 を一面的に捉 える解釈等には、疑問の余地がないわけで
はない。
(3)本論文の出発点となる会計の枠組みにおいて、資産および負債の評価論 と、評価 と利
益計算 の関係が十分に明らかにされていない。暖簾の要素分解が単なる分解論に帰結
している危険性 も考えられること、取得原価主義.会計と公正価値.会計を対立 させ る構
図が.単純すぎること、貸借対照表問題 に偏重 していることなどの短所が認め られた.
また、暖簾の概念、測定および表示 に至 る問題 を暖簾の要素分解の観点か ら一..・貫 して
体系化するには至っていないように思われ る。 とくに表示の問題については、 さらに
検討 を要する記述が少なくない。
??
」
3.結 論
本論文には、以一.Fのような長所 と短所があるが、長所に比べてその短所は微々たるもので
あり、本論文の価値 をいささかも損なうものではない。
本論文提出者1.la内暁 は、2006年3月に早稲田大学大学院商学研究科博士後期課程 に
おいて博士論文提出要件を充足 したあと、同年4月 に多摩大学助教授に嘱任され、2007年か
ら准教授として、研究 と教育に尽力 している,
商学研究科在籍時から、故 加古宜士教授の指導のもと、一貫 して企業結合、のれん、無
形資産の.問題をとりあげて研究し、すでに多くの論文を発表 し、また、学1:報告を行ってお り、
その多くについて.....淀の評価を得ているところである。本論文は、こうした研究成果を踏 ま
えたうえで、暖簾をシナジーとみる観点か ら包括的に暖簾をめぐる制度的な諸問題を検討 し
???
?
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たものであり、わが国の会計学のみならず、基準設定等の実務に対 しても貢献で きる貴重な
成果 となるであろう。
以上の審査結果にもとついて、本論文提出者 山内 暁 は、「博士(商 学)早 稲田大学」
の学位 を受ける十分な資格があると認めるものである。
2008年2月13日
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